別紙

コロケーション関連省令改正に関しての意見書

コロケーションに関する手続き

MDFと同一のフロア－、又は、近接するフロア－に他事業者の接続に必要な装置の設置が行われる場合は関連する工事費は小さい金額となるが、MDFから遥か離れた場所、例えばMDFが一階にあり、他事業者装置が六階に設置される場合、多大な工事費が発生します。このような設置場所に関する歯止めがない為、他事業者が自社で工事を行えるようになっても多大な工事費のため、事業展開上、サービス提供コストが高くなり、競争的な価格を提供できない可能性があります。従って、出来る限り、MDFの近くに他事業者の装置が設置できるよう何らかの措置が必要と考えます。本件についての明確な提案は実際にNTTから情報の開示を受け、他事業者が確認できる措置がまず、前提となって、其の後で近接する場所に他事業者装置が置けるよう検討がNTTと折衝できるようになることが望ましいと考えます。

第２３条の四の二のロ

標準的期間は２ヶ月というように明示されるべきである。

同　二のハ

工事の標準期間は最長４ヶ月とする。これは一般に必要な物品の手配から納入までに掛かる時間は長くて３ヶ月程度である。其の期間に工事期間の１ヶ月を加え４ヶ月とする。

上記以外の問題点の提示と改善すべき事項などを提出したく存じます。

以下は当社がADSL、SDSLなどの機器を利用して、実際にお客様に接続サービスする過程で発生して来た問題も数多く含んでいます。

１．接続申込に対する調査内容の開示

接続申込を行うと、現在7日間の実営業稼働日（1週間と2日）後に、接続の可否の回答がNTTから行われる。この調査結果は可能か、不可能かだけの回答であるが、この調査内容に関して、例えば光化が行われているので駄目な場合、どこの部分で光化が行われているかなど、の開示を行って欲しい。（光化されている地域の詳細な地図、または該当地番の開示も含む）さらに詳細な技術情報でＤＳＬの通信に影響があると思われる調査内容については開示をお願いしたい。

２．ＮＴＴが加入者に請求する８００円の利用者料金について

この８００円を何故毎月利用者が負担しなければならない理由が不明である。設置が可能かどうか調査することを当社はＮＴＴに依頼するが、それは一時費用であり、ＤＳＬを利用するユーザーが永久に請求される費用ではない。ＡＤＳＬを使うと例えば、電話線が消耗するなど原因と結果が明らかであり、そのためにコストがＮＴＴで発生するならそのコストの要因を納得いくように利用者に説明するべきであろう。電話局内の工事は全て当社が負担し、毎月の場所代、電気代を当社がＮＴＴに支払い、局内の電話線の接続工事についても当社が其の費用を負担し、（一部は加入者に負担して頂いている）、其の上に毎月８００円の費用をＮＴＴに支払う理由が不明である。

３．現実にユーザーが支払う８００円の請求起算日について（８００円の日割り請求額が異なる）

利用者がＡＤＳＬを利用するとＮＴＴが利用者に８００円を請求するが、最初の月はサービス開始日の関係で日割り計算となる。ＮＴＴは局内工事完了を８００円の請求起算日としているが、実際には接続し、ＤＳＬモデムを設置し、接続が確認される必要があります。つまり、接続が確認されて初めて利用者はＤＳＬサービスを利用できるようになる。８００円をＤＳＬサービスの利用料金とするなら、サービスを受けていない期間は電話線にそれなりの工事を行っただけであり、ＮＴＴに利用者が８００円の日割り費用を支払う必要はない。当社がサービス開始する日を８００円の請求起算日とするべきである。

４．電話料金を支払う利用者がＤＳＬサービスを申し込んだらＮＴＴは無条件に申込を受け付けるべき。（利用者がＤＳＬサービスを申し込んだ場合名義人と異なると、受付が拒否される）

接続申込後、電話の名義人ではない、電話料金を支払っている電話の使用者からの加入申込があるとNTTから名義人ではないから接続申込を受け付けない旨の回答が７営業日後に行われる。

この場合、当社員が「加入申込者は名義人でないのでNTTはADSL接続申込を受け付けない」旨を伝えなくてはならない。しかし、本人が在宅していない場合、何度も本人と連絡を取らなければならない。当社にとって時間＝コストであり、また通知を受けた加入希望者の（何故受け付けされないかという）不満が非常に高まる。

現実には電話料金は使用者に請求がなされており、名義人がNTTの請求書には一切登場しないし、記載されていない。ADSLの設置に関して名義人でないと接続を行えないとするのは大変おかしい。親子電話などの付加サービスなどは名義人などとは無関係に受け付ける現状から考えると、ＡＤＳＬサービスの場合、もし規制する法律などがある場合、実態に合わせてほしい。

５.ADSLの設置に関しての事業者（当社）責任に帰する苦情は当然、お客様あっての事業であるので対応が早急に行われている。しかしながら、ことNTTの責任に帰する苦情に関しては巨大企業であるが故に早急な対応は難しいと思われる。このような苦情処理については早急な解決のために、郵政省と、民間の有識者による苦情処理、調停を行える第三者機関を設けるべきと思われる。（具体例：ＮＴＴに影響力がある人がＮＴＴにＤＳＬの工事依頼すると当社へＮＴＴが回答している工事完了予定が繰り上がる）

６．設置数を増加させるために

1日、1千回線、2千回線の開通がスムースに行えるよう宅内装置については本人設置(Do it yourself=DIY)方式が事業者にとっても加入者にとってもコストも掛からず望ましい。この為には現在JATE（端末審査協会）での必要機材（POTSフィルター）などの認定作業を早急に行えるよう、技術基準をITU－T準拠であれば、申告のみで認定するなど、認定作業を簡素化し、認定作業を速やかに行う体制が望ましい。一方、局舎内で大量に接続を行うため、NTTの作業者のみならず、当社の作業者が行えるようにしていただきたい。

７．公正な競争の維持

NTT電話局局舎内の電話回線に関する選択、接続、維持、管理など一連の作業、（ＮＴＴが当社申込の回線の接続などの一連の作業を行うわけである）は旧NTT TE（現NTT－ME）が行っている。一方、NTT－MEはNTT東日本、西日本からADSLを利用したアクセス回線を借用し、ADSLサービスを自ら行う、当社にとっての競争事業者である。この競争事業者がNTT局舎内の回線の維持、管理、接続などの実作業を全面的に担当している現実がある。即ち、彼らが当社申込の回線接続のための回線の選択などの実作業を行う。これでは公正な競争の維持を競争相手に無条件に依頼しているに等しく、公正な競争の維持は困難である。NTT－MEにとっての競争事業者である、当社は恣意的な接続面での差別、不利益を被る恐れがある。

公正競争維持の観点からこの改善のため、NTT局舎内での接続工事はNTT-MEの管理するデータベースへのアクセスを含めて、当社の指定する接続工事認定事業者にも行わせ、NTT-MEの当社事業への関与を一切排除するべきである。

８．現在のＦＡＸによる各種文書のやり取りは電子化して欲しい。

接続数の増大を図り、スムースな作業のためにNTTと事業者の相互の通信は電子化するべきである。現在FAXにて相互の事業上の必要な通信をNTTとの間で行っている。これはもっぱらNTT側の事情によるものである。FAXは受領の確認、発信の確認が行えず、また、受信の際の紙切れ、などの問題で、１００％受発信の確認がなされない。また、当社内での処理のためにFAXを基に電子システムへの入力を行わなければならないなどの繰り返しの業務を発生させる。このような努力はNTTと事業者双方にとって無駄であり、省くために電子化するべきである。早急な電子メールの利用による相互通信の実施をお願いする。

９．調査依頼と工事依頼の一本化

現在、専用サービス申込書（通称、机上調査依頼）の結果がＯＫだった場合、改めて接続工事依頼書を出していますが、ＯＫの場合、接続工事を依頼することはほぼ１００％であるので、ＮＧの場合のみ通知があるようにしていただければ、双方の手間が省けます。

１０．ＩＳＤＮを使っていたユーザーがＡＤＳＬにしたい場合。（ＩＳＤＮ－＞アナログ－＞ＤＳＬ工事の同期）

ＩＳＤＮ利用者がＤＳＬを申し込むと、ＤＳＬはアナログ電話線上で動作するため、一旦ＩＳＤＮからアナログへ切り替えたうえで改めてＤＳＬ関連の工事を行っています。この工事をシリアルに実施するとＩＳＤＮをアナログ電話線にする、そのあと、工事申込、工事というプロセスとなり、ユーザーにとって、切り替えからＤＳＬサービス提供まで最低でも一週間のインターネットに接続出来ない期間が生じてしまいます。このような不都合を避ける為、ＩＳＤＮ利用のユーザーがＡＤＳＬを利用するサービスに変更する場合、アナログ電話線への切り替えとＤＳＬ工事を同じ日に実施していただきたい。

１０．机上調査結果の詳細化

調査結果に測定値などの詳細情報を付加していただくと開通にあたって宅内工事がスムースに行われるので８００円の料金をとるなら、それなりの調査を行って、結果を公開すべきである。

１１．住所・市内局番から収容ビル（電話局）が判る情報提示をお願いしたい。

ＡＤＳＬサービスを受けたいが、電話線を持たないお客様（携帯電話しか持たない）には自分の住んでいる場所がどこの電話局番に該当するかわからない。このようなお客様が問い合わせをする場所、または自分の住所を入力すると、対応する電話局が判明するようなＮＴＴのサービスの充実をお願いしたい。

以上

